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Abstract 
A simplified beam tuning method, to shorten commissioning before ready for treatment, is requested according to 

recent widespread of particle beam therapy. Especially, beam position and size is needed to be tuned to a tolerance of 
sub-millimeters, in case of using a scanning irradiation system. Therefore, a new method of tuning beam transport is 
developed. Partial differential coefficients of beam parameters, such as beam sizes and dispersion function, with respect 
to K values of Q-magnets in beam transport are utilized in this method. A sensitivity matrix between the K values and 
the beam parameters is constructed from these coefficients, and utilized to obtain appropriate K values which realize 
target beam parameters precisely. This method was demonstrated in high energy beam transport of Proton Medical 
Research Center, University of Tsukuba. Results of tuning dispersion function and beam sizes by this method are 
reported here. The dispersion function was tuned from 5m to less than 0.2m and the both horizontal beam size and 
vertical beam size are tuned in the range of ±3mm respectively within 0.5mm precision. 

粒子線治療システムにおけるビーム輸送系調整手法の開発 

1. 背景と目的 
近年、粒子線治療システム（以下、PBT）におけ

る早期の治療開始を実現するため、施設建設後から
治療開始までのビーム調整期間の短縮化が求められ
ている。また、照射野形成法によっては、適切なサ
イズのビームを所定の位置に、0.3mm 程度の精度で
照射するためにビーム輸送系の高精度な調整が求め
られる[1]。さらに場合によっては、位置精度に加え
てサイズにも 1mm 程度の精度での調整が求められ
る。 

従来の輸送系調整ではＱスキャンによるビームパ
ラメータ測定[2]と光学計算[3]に基づき、四極電磁石
の励磁量を得ていた。しかしながら PBT の輸送系で
は、設置面積の制約から、プロファイルモニタ台数
が限られており、Ｑスキャン測定によるビームパラ
メータ測定が高精度にできない場合がある。また、
四極電磁石や偏向電磁石が狭い範囲に複数設置され
ているため誤差磁場の影響を無視できず、光学計算
で得るビームパラメータと実際のパラメータの間に
差が生じる。以上の課題から、従来は目標の位置と
ビームサイズを実現するために複数回のＱスキャン
測定による四極電磁石調整が必要であった。 

そこで、ビーム輸送系調整を容易に実現するため、
一回のＱスキャン測定で調整を完了させることを目
標とした。従来の調整手法では実現が難しかった精
度でビームパラメータ調整するために、ビーム形状
の測定結果から目標ビームパラメータを実現する輸
送系四極電磁石のＫ値を算出する手法を構築した。 

2. 原理 
複数台の四極電磁石によって下流のある点での

ビームパラメータ（サイズ・分散関数など）を調整
する場合を考える。開発した手法では、以下で定義
する感度行列を用いる。感度行列は、下式(1)によっ
て定義される、四極電磁石のＫ値によるビームパラ
メータの偏微分係数からなる行列である。ただし式
(1)中の Kjは四極電磁石のＫ値、pi は調整対象となる
ビームパラメータで、水平・鉛直ビームサイズ、分
散関数などである。また、四極電磁石のＫ値はビー
ムの Bρ値を用いて下式(2)によって定義される。 
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この定義から、複数の四極電磁石のＫ値の微小変化
を並べたベクトル ΔK に対して、複数のビームパラ
メータの微小変化を並べたベクトル Δp は 

 ΔKSΔp ⋅=    (3) 

と表わされる。ビーム輸送系中の四極電磁石の台数
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を n、調整対象のパラメータの数を m とすると、感
度行列 S は n 行 m 列の行列となる。ここで、 nm ≤
のとき、式(3)を解くことができ、微小なビームパラ
メータの変化 Δp に対して、 

 ΔpMΔK ⋅=    (4) 

となるＫ値の変化量 ΔK が存在する。上式 (4)に現
れる行列 M は nm = の時は明らかに感度行列 S の
逆行列であり、 nm < の時は、ΔK の絶対値を最小
化する条件を課すことにより感度行列 S の擬似逆行
列となる。従って、以上をまとめて式(4)は 

 ( ) ΔpSSSΔK ⋅=
− T1T   (5) 

と表現できる。式(5)において、Δp をビームパラ
メータの測定値と目標値の差とすると、左辺の ΔK
は目標ビームパラメータを実現するためのＫ値の変
化量となる。すなわち、式(5)によって目標値を実現
する四極電磁石のＫ値を得ることができる。 

感度行列 S は以下の手法によって算出できる。ま
ずＱスキャンによって輸送系入口での位相空間上の
σ行列 σi が測定できる。σ行列とはビームを構成す
る粒子の集団に対する、位相空間における分散共分
散行列であり、下式(6)によって定義される。ここで
は水平方向の変位を x、鉛直方向の変位を y、運動
量のずれを δとおいた。<・>は平均を表わす。 
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通常、<xy>など異なる空間成分の共分散は 0 となる。
また、運動量と鉛直方向の運動も独立で<yδ>なども
0 となる。以下ではそれを仮定する。輸送系の転送
行列 R を用いて輸送系出口でのσ行列 σf は次式(7)
によって表わされる。 

 T
if RRσσ =   (7) 

ここで、輸送系を 1 台の四極電磁石とその上流と下
流の系で分割し、それぞれの転送行列を RQ、R1、
R2 とおくと、 1Q2 RRRR = となる。また、四極電
磁石の転送行列 RQ とそのＫ値による微分は、薄レ
ンズ近似を用いることで 
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となる。さらに式(7)より、 
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となるため、この式からσ行列で表現できるパラ
メータのＫ値依存性が評価できる。例えば水平ビー
ムサイズσx、鉛直ビームサイズσy、分散関数 ηx と
その勾配 η’x は、以下のようにそれぞれσ行列の成
分で表わされる。 
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これらのパラメータのＫ値による微分は 
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となる。この式(11)は各パラメータに対する感度行
列の成分となる。式(7)(9)から式(11)の σf を消去でき
て、調整初期に一回のＱスキャン測定によって輸送
系入口でのσ行列 σi が得られれば、各ビームパラ
メータと四極電磁石のＫ値依存性が導出できる。こ
れを感度行列 S として構成し、式(5)を用いることで
測定値を目標値に近づけるＫ値の補正量を得ること
ができる。従来の光学計算で生じた目標ビームサイ
ズと実測ビームサイズの差を低減可能となり、ビー
ム輸送系の調整が容易にできる。 
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3. 実証試験方法 
前章の原理を用いた調整法を筑波大学陽子線医学

利用研究センター（以下、PMRC）の高エネルギー
ビーム輸送系（以下、HEBT）にて実証した。図 1
に HEBT の機器配置を示す。実験は偏向電磁石（以
下、BM）1 台を挟んだ二つの直線部で実施した。
BM よりも上流の直線部を直線部Ａ、下流の直線部
を直線部Ｂとする。直線部ＡにはＱ１～Ｑ３の３台
の四極電磁石が設置されている。直線部ＢにはＱ４
～Ｑ９の６台の四極電磁石が設置されている。ビー
ムの水平・鉛直形状を測定するプロファイルモニタ
が各直線部に１台ずつ設置されており、それらをＰ
１～Ｐ２とする。これらのモニタは 1mm ピッチの
マルチワイヤチェンバである。Ｐ１とＰ２で測定さ
れるビーム形状のピーク位置をビーム位置とし、
ビーム分布の標準偏差をビームサイズとした。 

 

図 1：ＰＭＲＣのＨＥＢＴ機器配置 

実験は３ステップに分けられる。まず直線部Ａに
おいてＱスキャンによるビームパラメータ測定を実
施した。続いて直線部Ａの四極電磁石による分散関
数調整、最後に直線部Ｂの四極電磁石によるビーム
サイズ調整の順に実施した。 

プロファイルモニタでの分散関数は以下の手法で
測定した。シンクロトロンから出射するビームエネ
ルギーは 200MeV を基準とし、この 200MeV のビー
ムと、エネルギーを-0.13%（運動量換算で-0.40%）
変化させたビームの位置を測定する。運動量の異な
る二種類のビーム間での水平方向ずれを Δx、運動量
ずれを δとしたとき、分散関数 ηxを 
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とした。 
第１ステップのＱスキャン測定では直線部ＡのＱ

１とＱ２のＫ値を変化させ、Ｐ１でビームサイズと
分散関数を各励磁量で測定した。この測定によって
直線部Ａの始点でのビームパラメータを得た。この
結果得たビームパラメータから式(11)からＰ２にお
けるビームサイズと分散関数に対する感度行列を構
築した。次に直線部Ｂで分散関数とその勾配が０に
なるように前章の原理に基づいてＱ１～Ｑ３を調整

し、Ｐ２での分散関数を測定し、分散関数が消えて
いることを確認した。最後に、Ｂ直線部のＰ２での
ビームサイズ調整を実施した。Ｐ２において水平サ
イズ 4.4mm と鉛直サイズ 5.7mm を初期状態として、
初期状態から±3mm の範囲で水平方向と鉛直方向独
立に 1mm ごとに調整目標を選択した。ビームサイ
ズの目標は初期状態からの差分によって表わし、水
平ビームサイズに対する目標変化量を Δσx とし、鉛
直ビームサイズに対する目標変化量を Δσy とする。
調整目標は 
• [mm]3[mm]3 ≤∆≤− xσ かつ mm][0=∆ yσ  
• [mm]3[mm]3 ≤∆≤− yσ かつ mm][0=∆ xσ  
• [mm]3[mm]3 ≤∆≤− xσ かつ yx σσ ∆=∆  
• [mm]3[mm]3 ≤∆≤− xσ かつ yx σσ ∆−=∆  

の 4 条件それぞれについて 1mm ごとに調整目標を
定め、合計 24 ケースの調整目標についてビームサ
イズを前章の原理に基づいてＱ４とＱ６の励磁量を
調整した。 

4. 実験結果 

4.1 ビームパラメータ測定結果 

直線部ＡにおけるＱスキャンの結果を図 2 に示す。
(a)に水平ビームサイズ、(b)に鉛直ビームサイズ、
(c)に分散関数のＱスキャンでの振る舞いを示した。
プロットは実測値を表わしている。光学計算に基づ
き、最小二乗法でこれらの測定結果を説明する直線
部Ａの始点でのビームのパラメータを求めた。下表 
1 にその結果を示す。このパラメータを元に光学計
算で得られるパラメータの振る舞いを図 2 に実線で
示した。図 2 に示したように、光学計算と実際の
ビームサイズの間には最大で 1.5mm 程度、分散関数
は最大 1m 程度のずれが生じる。そのため、以下で
示すように、分散関数が 5m 程度生じた状態から、
0m に調整でき、ビームサイズは±3mm の範囲で調
整できれば、一度のＱスキャンと光学計算による調
整で残る調整残渣を開発した手法で補正できる。 

 

(a)水平ビームサイズ 
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(b)鉛直ビームサイズ 

 

(c)分散関数 

図 2：ビームサイズのＱスキャン測定結果 

表 1：直線部Ａの始点での測定ビームパラメータ 

水平方向 鉛直方向 

項目 測定値 項目 測定値 

σ11 10.9[mm2] σ33 20.6[mm2] 

σ12 -0.79[mm mrad] σ34 3.0[mm mrad] 

σ22 0.47[ mrad2] σ44 7.3[ mrad2] 

εx 2.1[π mm mrad] εy 12[π mm mrad] 

ηx 4.0[m]   

η’x 0.4   

4.2 分散関数調整結果 

前節の結果から光学計算を用いて得た分散関数と
その勾配に対する感度行列を構築し、調整前と調整
後のＰ２で測定された水平方向ビーム形状を図 3 に
示す。実線が基準エネルギーのビーム形状、点線は
運動量が 0.4%小さいビームの形状である。図 3 か
ら、調整前に分散関数が 5ｍ生じていたものを 0.2m
以下とすることができた。 

 

(a)調整前の水平ビーム形状 

 

(b)調整後のビーム形状 

図 3：分散関数の調整結果 

4.3 ビームサイズ調整結果 

ビームサイズ調整結果を図 4 に示す。±3mm の
範囲で水平ビームサイズのみを変化させた場合を(a)、
鉛直ビームサイズのみを変化させた場合を(b)、各
ビームサイズの変化目標値を同じ値とした場合を(c)、
各ビームサイズの変化目標値を逆符号とした場合を
(d)に示した。図 4 からわかるようにすべてのケー
スについて 0.5mm 以下の精度で調整が成功した。 
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(a)水平ビームサイズのみを±3mm で調整 

 

(b) 鉛直ビームサイズのみを±3mm で調整 

 

(c) 水平・鉛直ビームサイズを同符号に同時調整 

 

(d) 水平・鉛直ビームサイズを異符号に同時調整 
図 4：ビームサイズ調整結果 

5. 結論 
粒子線治療システムにおけるビーム輸送系調整手

法を開発した。本手法はビームパラメータと四極電
磁石のＫ値との関係を感度行列として表現し、Ｋ値
の調整に用いる。感度行列は光学計算とＱスキャン
測定結果から導出する。PMRC の HEBT にて、ビー
ムサイズと分散関数の調整ついて本手法を適用し、
偏向電磁石直後の分散関数とその勾配の調整に成功
した。分散関数は調整前 5m だった状態から 0.2m 以
下とすることができた。直線部におけるビームサイ
ズは、±3mm の範囲で 0.5mm 以下の精度での調整
に成功した。 

今後はより複雑な機器配置、特にガントリー輸送
系の先にあるアイソセンタでのビーム調整に本手法
を適用し本手法を確立していく予定である。 
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